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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第52期

第１四半期連結累計
（会計）期間

第53期

第１四半期連結累計
(会計)期間

第52期

会計期間
自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （千円） 2,626,320 3,980,523 13,099,581

経常利益
又は経常損失（△）

（千円） △62,218 352,372 1,024,038

四半期（当期）純利益
又は四半期純損失（△）

（千円） △98,501 222,360 830,660

純資産額 （千円） 10,691,421 11,662,443 11,589,366

総資産額 （千円） 15,604,786 18,188,441 17,702,089

１株当たり純資産額 （円） 1,352.68 1,475.18 1,465.28

１株当たり四半期
（当期）純利益金額
又は１株当たり四半期
純損失金額（△）

（円） △12.66 28.59 106.83

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 67.4 63.1 64.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 443,091 619,150 2,096,010

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △261,690 △187,302 △611,820

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △47,997 △365,706 △107,291

現金及び現金同等物の
四半期(期末)残高

（千円） 3,028,260 4,328,172 4,251,708

従業員数 （名） 2,690 3,397 3,304

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 3,397

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 161

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　生産高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 3,140,028 －

アジア 842,550 －

合計 3,982,578 －

(注) 上記金額は、販売価格で表示してあり、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
　受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

日本 3,051,176 － 1,669,754 －

アジア 868,394 － 452,856 －

合計 3,919,570 － 2,122,611 －

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　販売高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 2,991,170 －

アジア 989,353 －

合計 3,980,523 －

(注)  上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更

はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

この事項については該当ありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く経済環境は、アジアを中心とした新興国

の経済成長に支えられ、企業収益が改善に向かうなど緩やかな回復基調にあるものの、欧州の財政危機に

起因する為替の変動や株安、石油・原材料の高騰など、依然として先行き不透明な状況のまま推移してお

ります。

このような状況のなか、当社グループでは、国内外の省エネ、環境エコ関連メーカーをターゲットにし

た営業活動を積極的に展開し、ハイブリッドカー、電気自動車、エコキュートなどの省エネ・環境対応製

品向けに当社独自の開発製品を提案し、タイ・中国の生産拠点を核としたグローバル生産体制、製品供給

体制の充実を進め、競争力強化に取り組んでまいりました。

その結果、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は前年同四半期比51.6％増の39億８千万円となり

ました。損益面におきましては、営業利益３億２千９百万円（前年同四半期営業損失１億５千７百万

円）、経常利益３億５千２百万円（前年同四半期経常損失６千２百万円）、四半期純利益２億２千２百万

円（前年同四半期四半期純損失９千８百万円）となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

①日本

売上高は35億５千２百万円、セグメント利益は４億３千万円となりました。

②アジア

売上高は18億２千２百万円、セグメント利益は９千５百万円となりました。

　
(2)　財政状態の分析

当社グループは、適切な流動性の維持、事業活動に必要な資金の確保、更に健全なバランスシートの維

持を財務方針としております。

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末比４億８千６百万円（2.7％）増加し、181

億８千８百万円となりました。流動資産は前連結会計年度末比４億８千４百万円（3.9％）増加の127億

７千８百万円、固定資産は前連結会計年度末比１百万円（0.0％）増加の54億１千万円となりました。

流動資産増加の主な要因は、受取手形及び売掛金の増加等であります。

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末比４億１千３百万円（6.8％）増加の65

億２千５百万円となりました。流動負債は前連結会計年度末比５億７百万円（10.8％）増加の52億３百

万円、固定負債は前連結会計年度末比９千３百万円（6.6％）減少の13億２千２百万円となっておりま

す。主な要因は、流動負債の増加につきましては支払手形及び買掛金の増加によるものであり、固定負債

の減少につきましては長期借入金の返済によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末比７千３百万円（0.6％）増加し、116

億６千２百万円となりました。主な要因は、利益剰余金の増加であります。

利益剰余金は、四半期純利益による増加が剰余金の配当を上回ったことにより前連結会計年度末比２

千７百万円（0.4％）増加し、74億２千万円となりました。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の64.4％から63.1％となりました。

期末発行済株式総数に基づく１株当たり純資産額は、前連結会計年度末の1,465円28銭から1,475円18

銭となりました。

　
(3)　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は、43億２千８百万円となり
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ました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、６億１千９百万円（前第１四半期連結会計期間に比べ１億７千６百

万円増加）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益３億４千５百万円、減価償却費１億７

千８百万円、仕入債務の増加２億１千９百万円等の資金の増加が売上債権の増加１億５千４百万円、たな

卸資産の増加２億１千７百万円、法人税等の支払額３億２千７百万円等の資金の減少を上回ったことに

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、１億８千７百万円（前第１四半期連結会計期間に比べ７千４百万円

増加）となりました。これは主に、機械装置等の有形固定資産の取得による支出１億６千４百万円等によ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、３億６千５百万円（前第１四半期連結会計期間に比べ３億１千７百

万円減少）となりました。これは、長短借入金の返済による支出１億８千７百万円、配当金の支払による

支出１億７千７百万円等によるものであります。

　
(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
(5)　研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は34,226千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,800,000

計 16,800,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成22年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年８月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 7,779,865 7,779,865
大阪証券取引所
(ＪＡＳＤＡＱ市場)

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式
単元株式数は100株であり
ます。

計 7,779,865 7,779,865 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

この事項については該当ありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

この事項については該当ありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

この事項については該当ありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
― 7,779,865 ― 2,144,612 ― 2,069,698
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(6) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動はありません。

　

(注) １　当第１四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社から平成22年５月７日付で関東財務局長に提出さ

れた大量保有報告書の変更報告書により、平成22年４月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受

けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有報告者 保有株式数 株式保有割合

フィデリティ投信株式会社 71千株 0.92％

エフエムアール　エルエルシー

(FMR LLC)
706千株 9.07％

　

　　 ２　当第１四半期会計期間において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成22年７月５日付で関東

財務局長に提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成22年６月28日現在で以下の株式を所有して

いる旨の報告を受けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができてお

りません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有報告者 保有株式数 株式保有割合

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 212千株 2.74％

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 142千株 1.83％

三菱ＵＦＪ投信株式会社 10千株 0.14％

国際投信投資顧問株式会社 18千株 0.23％

三菱ＵＦＪアセット・マネジメント
(UK)

43千株 0.56％

　

　　 ３　当第１四半期会計期間において、スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成22年７月２日付で関東

財務局長に提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成22年６月30日現在で以下の株式を所有して

いる旨の報告を受けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができてお

りません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有報告者 保有株式数 株式保有割合

スパークス・アセット・マネジメント
株式会社

591千株 7.60％
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

─
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式普通株式 4,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,764,900 77,649同上

単元未満株式 普通株式 10,465 ─ 同上

発行済株式総数 　 7,779,865 ─ ─

総株主の議決権 ─ 77,649 ─

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式66株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 埼玉県さいたま市桜区
町谷２丁目７番18号

4,500 － 4,500 0.1
㈱芝浦電子

計 － 4,500 － 4,500 0.1

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

５月 ６月

　最高(円) 1,300 1,537 1,430

最低(円) 1,161 1,190 1,230

(注)　株価は、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,783,448 4,695,417

受取手形及び売掛金 ※２
 4,413,074

※２
 4,232,334

商品及び製品 666,018 678,362

仕掛品 1,771,628 1,594,557

原材料及び貯蔵品 702,929 626,811

その他 443,671 468,664

貸倒引当金 △2,478 △2,401

流動資産合計 12,778,291 12,293,745

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,280,375 2,274,123

機械装置及び運搬具（純額） 1,356,948 1,305,071

その他（純額） 795,580 849,447

有形固定資産合計 ※１
 4,432,904

※１
 4,428,642

無形固定資産 282,330 268,805

投資その他の資産

投資有価証券 245,384 275,266

その他 489,699 475,796

貸倒引当金 △40,168 △40,168

投資その他の資産合計 694,915 710,895

固定資産合計 5,410,150 5,408,343

資産合計 18,188,441 17,702,089
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,515,731 2,270,235

短期借入金 1,106,836 1,155,231

未払法人税等 254,624 355,420

賞与引当金 94,002 231,312

役員賞与引当金 7,500 －

その他 1,225,082 684,427

流動負債合計 5,203,777 4,696,628

固定負債

長期借入金 741,680 881,629

退職給付引当金 453,757 423,737

役員退職慰労引当金 96,720 93,680

その他 30,062 17,046

固定負債合計 1,322,220 1,416,094

負債合計 6,525,997 6,112,722

純資産の部

株主資本

資本金 2,144,612 2,144,612

資本剰余金 2,069,698 2,069,698

利益剰余金 7,420,580 7,392,603

自己株式 △5,462 △5,402

株主資本合計 11,629,428 11,601,511

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 45,663 65,732

為替換算調整勘定 △205,066 △274,111

評価・換算差額等合計 △159,403 △208,379

少数株主持分 192,418 196,234

純資産合計 11,662,443 11,589,366

負債純資産合計 18,188,441 17,702,089
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 2,626,320 3,980,523

売上原価 2,294,658 3,006,887

売上総利益 331,662 973,636

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 196,455 261,259

賞与引当金繰入額 18,420 23,531

役員賞与引当金繰入額 － 7,500

退職給付引当金繰入額 5,148 39,701

役員退職慰労引当金繰入額 3,540 3,040

その他 265,309 309,416

販売費及び一般管理費合計 488,874 644,448

営業利益又は営業損失（△） △157,211 329,187

営業外収益

受取利息 1,605 995

受取配当金 2,812 3,362

為替差益 59,704 13,148

受取手数料 － 5,312

助成金収入 31,671 －

その他 8,059 8,622

営業外収益合計 103,853 31,441

営業外費用

支払利息 8,100 6,179

その他 760 2,077

営業外費用合計 8,860 8,257

経常利益又は経常損失（△） △62,218 352,372

特別利益

固定資産売却益 5 －

貸倒引当金戻入額 216 －

特別利益合計 221 －

特別損失

固定資産処分損 3,116 2,179

貸倒引当金繰入額 50 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,193

特別損失合計 3,166 6,373

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△65,162 345,998

法人税、住民税及び事業税 23,616 234,741

法人税等調整額 21,378 △107,675

法人税等合計 44,995 127,066

少数株主損益調整前四半期純利益 － 218,932

少数株主損失（△） △11,656 △3,428

四半期純利益又は四半期純損失（△） △98,501 222,360
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△65,162 345,998

減価償却費 202,251 178,239

貸倒引当金の増減額（△は減少） △166 48

賞与引当金の増減額（△は減少） △166,007 △137,310

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 7,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） △30,276 29,978

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7,460 3,040

受取利息及び受取配当金 △4,418 △4,358

支払利息 8,100 6,179

為替差損益（△は益） △51,944 △9,492

固定資産処分損益（△は益） 3,110 2,179

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,193

売上債権の増減額（△は増加） 595,918 △154,208

たな卸資産の増減額（△は増加） 302,339 △217,210

未収消費税等の増減額（△は増加） 157,659 134,111

その他の流動資産の増減額（△は増加） △19,403 △17,258

仕入債務の増減額（△は減少） △874,846 219,146

未払消費税等の増減額（△は減少） 13,629 △4,295

その他の流動負債の増減額（△は減少） 385,467 542,684

その他 △2,806 19,286

小計 445,983 948,455

利息及び配当金の受取額 4,349 4,606

利息の支払額 △8,030 △6,066

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 788 △327,845

営業活動によるキャッシュ・フロー 443,091 619,150

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △109,528 △83,505

定期預金の払戻による収入 76,792 77,037

有形固定資産の取得による支出 △164,338 △164,057

無形固定資産の取得による支出 △58,051 △17,054

その他 △6,565 277

投資活動によるキャッシュ・フロー △261,690 △187,302

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 － △24,990

長期借入れによる収入 300,000 －

長期借入金の返済による支出 △173,031 △162,509

配当金の支払額 △174,543 △177,373

その他 △421 △833

財務活動によるキャッシュ・フロー △47,997 △365,706

現金及び現金同等物に係る換算差額 45,716 10,321

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 179,120 76,463

現金及び現金同等物の期首残高 2,849,139 4,251,708

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,028,260

※
 4,328,172
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月

31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日)を適用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ122千円、税金等調整前四半期純利益は4,316千円減少して

おります。
 

２　たな卸資産の評価方法の変更

　従来、原材料の評価方法は主として移動平均法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、主

として総平均法に変更しております。

　この変更は、統合システムの導入を機に、月次損益を早期に確定させ、損益管理をより強化することを目的

として行われたものです。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

１　未実現損益の消去

四半期連結会計期間末在庫高に占める当該棚卸資産の金額及び当該取引に係る損益率を合理的に見積って計

算しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

この事項については該当ありません。

　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

この事項については該当ありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第１四半期連結会計期間末

(平成22年６月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 10,224,977千円
　

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 10,071,753千円
　

※２ 当第１四半期連結会計期間において売上債権の流
動化を行っております。これに伴い、当第１四半期
連結会計期間末において売掛金を225,362千円流
動化しております。

※２ 当連結会計年度において売上債権の流動化を行っ
ております。これに伴い、当連結会計年度末におい
て売掛金を209,223千円流動化しております。

　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

この事項については該当ありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

※ 現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末
残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係（平成21年６月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末
残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係（平成22年６月30日現在）

現金及び預金 3,506,090千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △477,830千円

現金及び現金同等物 3,028,260千円
　

現金及び預金 4,783,448千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △455,275千円

現金及び現金同等物 4,328,172千円
　

　

EDINET提出書類

株式会社芝浦電子(E01960)

四半期報告書

17/25



　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類

当第１四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 7,779,865

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類

当第１四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 4,566

　

３　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

　　　この事項については該当ありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 194,38325.00平成22年３月31日平成22年６月30日

　

(2)　基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　　　この事項については該当ありません。

　

５　株主資本の著しい変動

　　　この事項については該当ありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

全セグメントの売上高の合計額及び営業利益の合計額に占めるセンサ電子部品部門の割合がいず

れも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 1,997,269629,0502,626,320 － 2,626,320

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

291,872 641,374 933,247(933,247) －

計 2,289,1421,270,4253,559,568(933,247)2,626,320

営業利益 △84,854 38,592 △46,261(110,950)△157,211

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　アジア………中国、タイ

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　

　 アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 941,139 14,754 177,016　 1,132,910

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 　 2,626,320

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

35.8 0.6 6.7　 43.1

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中国、タイ、韓国、インドネシア、シンガポール、台湾

(2) 北アメリカ………アメリカ

(3) ヨーロッパ………ポーランド、ドイツ、スウェーデン、ルクセンブルク、オーストリア、イギリス

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域への売上高であります。
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【セグメント情報】

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

  平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。

　
１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、代表取締役社

長が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社は、主にサーミスタを生産・販売しており、国内においては当社が、海外においてはアジア(主に中

国、タイ)を現地法人が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱

う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、

「アジア」の２つを報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、サーミスタのほか、温・湿度

センサ及びその他の製品を生産・販売しております。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

（単位：千円）

　 日本 アジア 合計

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,991,170 989,353 3,980,523

  セグメント間の内部売上高又は振替高 561,433 832,734 1,394,168

計 3,552,604 1,822,087 5,374,692

セグメント利益 430,694 95,962 526,656

　
３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 526,656

セグメント間取引消去 △21,455

全社費用(注) △176,013

四半期連結損益計算書の営業利益 329,187

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　
４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

この事項については該当ありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

この事項については該当ありません。

　

(ストック・オプション等関係)

この事項については該当ありません。

　

(企業結合等関係)

この事項については該当ありません。

　

(資産除去債務関係)

この事項については該当ありません。

　

(賃貸等不動産関係)

この事項については該当ありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第１四半期連結会計期間末

(平成22年６月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

　

　 1,475円18銭

　

　

　 1,465円28銭

　
(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第１四半期連結会計期間末

(平成22年６月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 11,662,443 11,589,366

普通株式に係る純資産額（千円） 11,470,025 11,393,132

差額の主な内訳 　 　

　少数株主持分（千円） 192,418 196,234

普通株式の発行済株式数（株） 7,779,865 7,779,865

普通株式の自己株式数（株） 4,566 4,516

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

7,775,299 7,775,349

　

２　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 12円66銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －

　

１株当たり四半期純利益金額 28円59銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －

　
(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 ２　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）（千円）

△98,501 222,360

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）（千円）

△98,501 222,360

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 7,775,512 7,775,312

　

(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

投資に係る重要な事象

　平成22年８月10日付で当社の関係会社である㈱野田製作所の株式500株を32,500千円で取得いたしました。

　この結果、㈱野田製作所の当社保有比率は63.6％となり、間接所有の36.4％と合わせて100％所有となりました。

　なお、平成22年６月30日現在の㈱野田製作所の純資産額は219,075千円であります。

　

２ 【その他】

この事項については該当ありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月12日

株　式　会　社　芝　浦　電　子

取　締　役　会　　御　中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　谷　村　和　夫　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　石　田　勝　也　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社芝浦電子の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社芝浦電子及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月12日

株　式　会　社　芝　浦　電　子

取　締　役　会　　御　中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　谷　村　和　夫　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　石　田　勝　也　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社芝浦電子の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社芝浦電子及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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